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道内景気は、新型コロナウイルスの影響により引き続き厳しい状況にあるが、一部に持ち

直しの動きがみられる。生産活動は持ち直しが一服している。需要面をみると、個人消費

は、一部に持ち直しの動きがみられる。住宅投資は、持ち直し基調にある。設備投資は、下

げ止まっている。公共投資は、高水準で推移している。輸出は、持ち直しの動きが続いてい

る。観光は、厳しい状況が続いているが、持ち直しの兆しがみられる。

雇用情勢は、有効求人倍率、新規求人数ともに前年を上回っている。企業倒産は、負債総

額が前年を上回った。消費者物価は、６か月連続で前年を上回った。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）

現状判断DI（全国）
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１．景気の現状判断DI～２か月ぶりに低下

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～５か月ぶりに上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、１月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を２３．４ポイ

ント下回る３５．８と２か月ぶりに低下した。横

ばいを示す５０を４か月ぶりに下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を７．３ポイント下回る４０．９となった。

１２月の鉱工業生産指数は８６．０（季節調整済

指数、前月比＋０．１％）と５か月ぶりに上昇

した。前年比（原指数）では＋１．２％と１０か

月連続で上昇した。

業種別では、輸送機械工業など６業種が前

月比上昇となった。金属製品工業など９業種

が前月比低下となった。

道内経済の動き
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３．百貨店等販売額～３か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～６か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）
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５．札幌ドーム来場者数～２か月連続で増加

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

１２月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋０．４％）は、３か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比＋１２．４％）は、すべての品

目が前年を上回った。スーパー（同▲２．０％）

は、飲食料品、その他が前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比＋２．９％）

は、２か月連続で前年を上回った。

１２月の乗用車新車登録台数は、９，７０５台

（前年比▲７．５％）と６か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同▲５．２％）、

小型車（同▲９．２％）、軽乗用車（同▲８．８％）

となった。

４～１２月累計では、１０２，００９台（前年比

▲７．６％）と前年を下回っている。内訳は普

通車（同＋３．１％）、小型車（同▲１７．７％）、

軽乗用車（同▲８．２％）となった。

１２月の札幌ドームへの来場者数は、５８千人

（前年比＋１４８．５％）と２か月連続で前年を上

回った。来場者内訳は、プロ野球、サッカー

の開催はなく、その他が５８千人（同＋３０３．２％）

だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～４か月ぶりに減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～５か月連続で増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～７か月ぶりに増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

１２月の住宅着工戸数は２，０９１戸（前年比

▲９．９％）と４か月ぶりに前年を下回った。

利用関係別では、持家（同▲１５．７％）、貸家

（同▲１４．３％）、給与（同＋９８５．７％）、分譲

（同▲３．５％）となった。

４～１２月累計では２７，１１５戸（前年比

＋４．３％）と前年を上回った。利用関係別で

は、持家（同＋１０．３％）、貸家（同▲２．８％）、

給与（同＋７９．６％）、分譲（同＋７．２％）と

なった。

１２月の民間非居住用建築物着工床面積は、

１０５，６０４㎡（前年比＋３７．６％）と５か月連続

で前年を上回った。業種別では、製造業（同

＋１５０．７％）、非製造業（同＋３４．２％）であっ

た。

４～１２月累計では、１，３９２，９６２㎡（前年比

▲８．５％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同▲１７．８％）、非製造業（同

▲７．７％）となった。

１月の公共工事請負金額は１１６億円（前年

比＋２６．９％）と７か月ぶりに前年を上回っ

た。

発注者別では、独立行政法人（同

＋６８６．２％）、その他（同＋１３９．１％）が前年

を上回った。国（同▲１０．９％）、道（同

▲４．７％）、市町村（同▲１１．２％）、地方公社

（同皆減）が前年を下回った。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～２か月連続で増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～底ばいが続いている

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が１０か月連続で増加

貿易動向

（資料：函館税関）

１２月の国内輸送機関利用による来道者数

は、８１７千人（前年比＋１０１．４％）と２か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、航空

機（同＋１１０．４％）、JR（同＋８７．８％）、フェ

リー（同＋２９．９％）となった。

４～１２月累計では、４，８１１千人（同＋３１．４％）

と前年を上回っている。

１２月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、０人（前年比皆減）と底ばいが続いてい

る。

１２月の貿易額は、輸出が前年比＋２５．０％の

２７４億円、輸入が同＋６２．５％の１，３５２億円だっ

た。

輸出は、自動車の部分品、鉄鋼くず、鉄鋼

などが増加した。

輸入は、原油・粗油、石炭、石油製品など

が増加した。

輸出は、４～１２月累計では２，５３３億円（前

年比＋５６．６％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が前年を上回る

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～負債総額は４か月ぶりに前年を上回る

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）

生鮮食品除く総合（前年比・右目盛）
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＝100.0

１４．消費者物価指数～６か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

１２月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．０２倍（前年比＋０．０３ポイント）と前年

を上回った。

新規求人数は、前年比＋６．６％と１０か月連

続で前年を上回った。業種別では、医療・福

祉（同＋１３．４％）、製造業（同＋２７．２％）な

どが前年を上回った。卸売業・小売業（同

▲６．３％）、建設業（同▲０．９％）が前年を下

回った。

１月の企業倒産は、件数が８件（前年比

＋１４．３％）、負債総額が９億円（同＋５４．８％）

だった。負債総額は４か月ぶりに前年を上

回った。

業種別ではサービス・他が４件、小売業が

２件などとなった。

新型コロナウイルス関連の倒産件数は５件

であった。

１２月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１００．６（前月比±０．０％）となっ

た。前年比は＋０．８％と、６か月連続で前年

を上回った。

生活関連重要商品等の１２月の動向をみる

と、食料品・日用雑貨等の価格は、おおむね

安定している。石油製品の価格は調査基準日

（１２月１０日）時点で、灯油価格は前月比

＋３．９％、前年同月比＋４２．９％となり、ガソ

リン価格は前月比▲２．４％、前年同月比

＋２０．９％となった。

道内経済の動き
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＜図表１＞道内企業の年間業況の推移
売上DI 利益DI全産業
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2008年9月
リーマン・ショック

2013年4月
「量的・質的金融緩和」

導入

2014年4月
消費税率引き上げ

2019年10月
消費税率引き上げ

2011年3月
東日本大震災

2018年9月
北海道胆振
東部地震

2020年1月
新型コロナウイルス

感染症拡大

１．２０２２年 業況見通し
２０２１年業況実績（下記３）に比べ、売
上DI（＋８）は１２ポイント、利益DI
（△５）は５ポイント上昇の見通し。製
造業・非製造業ともに業況持ち直しが見
込まれる。新型コロナウイルス感染症拡
大（以下「コロナ禍」）前の実績を上回
る見通しとなった。幅広い業種で業況の
持ち直しを見込む一方、木材・木製品製
造業や建設業の業況は後退が見込まれて
いる。

２．先行きの懸念材料（複数回答）
「新型コロナウイルスの影響」（６９％）
とした企業が２年連続で最も多かった。
以下、「原油価格の動向」（６８％）、「個人
消費の動向」（４７％）の順となった。

３．２０２１年 業況実績
２０２０年実績に比べ、売上DI（△４）
は３８ポイント上昇、利益DI（△１０）は
２１ポイント上昇した。食料品製造業など
３業種で売上・利益DIがプラス圏内に
持ち直した一方で、建設業の業況は後退
した。

項 目 ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３ ２０１４ ２０１５ ２０１６ ２０１７ ２０１８ ２０１９ ２０２０ ２０２１ ２０２２見通し
売上DI ▲２１ ▲２４ ▲３６ ▲２０ ▲７ ４ ２３ ▲１１ ▲１３ ▲４ ９ ▲６ ▲３ ▲４２ ▲４ ８
利益DI ▲２８ ▲３５ ▲１８ ▲１９ ▲１３ ０ １３ ▲１６ ▲４ ▲１ ▲１ ▲１６ ▲１０ ▲３１ ▲１０ ▲５

特別調査

コロナ禍・原油高などの懸念内包も、業況は持ち直しの見通し
２０２２年 道内企業の年間業況見通し

＜ 要 約 ＞
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＜図表２＞２０２２年見通し・業種別の要点

要 点（２０２２年見通し）
２０１８年２０１９年２０２０年 ２０２１年 ２０２２年

実績 実績 実績 実績 年初
見通し 見通し

全産業 製造業、非製造業ともに業況は持ち
直し、コロナ禍前を上回る見通し。

売上ＤＩ △６ △３ △４２ △４ △２４ ８
利益ＤＩ △１６ △１０ △３１ △１０ △１９ △５

製造業 売上DIは改善続く一方で、利益
DIは横ばい圏に止まる見通し。

売上ＤＩ △１５ △５ △４９ ６ △２０ １２
利益ＤＩ △２０ △７ △４０ △４ △２１ △５

食料品 幅広い業種で持ち直しの見通し。
売上ＤＩ △８ △３ △７０ ２１ ０ ４２
利益ＤＩ △８ ５ △３８ ５ △８ １６

木材・木製品 製材業を中心に業況後退の見通
し。

売上ＤＩ △６ ３７ △６１ １０ △３９ △２０
利益ＤＩ △３５ ２８ △６７ ０ △４４ △３７

鉄鋼・金属製品・
機械

金属製品が業況後退の見通し。その他業
種は横ばい圏内の見通しとなっている。

売上ＤＩ △１２ △９ △２６ △１５ △２１ △３
利益ＤＩ △９ △１１ △３３ △１２ △１８ △６

非製造業 売上DI、利益DIともに改善が続
く見通し。

売上ＤＩ △２ △３ △４０ △７ △２５ ７
利益ＤＩ △１５ △１１ △２７ △１２ △１７ △５

建設業 公共工事を中心に業況後退の見通
し。

売上ＤＩ １ ６ ４ △１９ △５０ △２１
利益ＤＩ △２１ △１３ △３ △２０ △４４ △３１

卸売業 食品卸、資材卸、機械卸は弱い動
き。その他卸は持ち直しの見通し。

売上ＤＩ △９ △４ △５８ ２ △２１ ２
利益ＤＩ △２ △１５ △３２ ０ △１０ △２

小売業 燃料店、大型店、自動車店は売上DIが持ち直す見
通し。その他小売は弱い動きが見込まれている。

売上ＤＩ ２４ △１６ △５５ △２ △１１ １３
利益ＤＩ ７ △１６ △２１ △２６ △４ △１３

運輸業 旅客は持ち直し、貨物は横ばい圏
内の見通し。

売上ＤＩ △３３ １４ △６３ ０ △２５ ３５
利益ＤＩ △４４ ０ △３８ ０ △８ ３１

ホテル・旅館業 業況は大幅改善の見通し。
売上ＤＩ △３１ △３８ △１００ △３１ ０ ９４
利益ＤＩ △３８ △３８ △１００ △１３ ０ ８１

特別調査
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食料品製造業

建設業

売上DI 利益DI卸売業

小売業木材・木製品製造業

鉄鋼・金属製品・機械製造業

ホテル・旅館業

運輸業

＜図表３＞道内企業の年間業況の推移（業種別）
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＜図表５＞利　益 

＜図表４＞売　上 
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＜図表６＞資金繰り

2021年実績（n=370） 2022年見通し（n=365）
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＜図表７＞短期借入金の難易感

2021年実績（n=363） 2022年見通し（n=359）
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＜図表８＞在 庫

2021年実績（n=347） 2022年見通し（n=343）

全 産 業
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非 製 造 業

＜図表９＞雇用人員

2021年実績（n=368） 2022年見通し（n=366）
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＜図表１１＞道内景気判断 

＜図表１０＞設備投資 
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＜図表１１＞道内景気
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：２０２２年道内企業の年間業況見通し
回答期間：２０２１年１１月中旬～１２月上旬
本文中の略称
A 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
B 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
C 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
D ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
E ｎ（number）＝有効回答数

＜図表１２＞売上・販売面で重視する項目（上位５項目）の要点（複数回答）

項 目 前年比 要 点

�人材の育成・強化（７１％） ＋２ 製造業（６４％）、非製造業（７４％）ともに１位となった。特に、建設
業（８９％）が高水準となっている。

�顧客ニーズの的確な把握
（５６％） △５ 製造業（５１％）、非製造業（５９％）ともに２位であった。食料品

（６８％）、小売業（７７％）、運輸業（６２％）では１位となった。

�価格体系の見直し（３０％） ＋１２ 製造業（４３％）で２５ポイント上昇した。なかでも、食料品（４７％）は
３０ポイントの上昇となった。

�営業方法の見直し（２７％） △３ 鉄鋼・金属製品・機械（３８％）、小売業（３１％）で３位となった。

�新商品（サービス）の開発
（２７％） ±０ 食料品（６８％）、木材・木製品（５０％）で１位となった。

＜図表１３＞先行きの懸念材料（上位５項目）の要点（複数回答）

項 目 前年比 要 点
�新型コロナウイルスの影響
（６９％） △１６ 全業種で低下するも、２年連続で全体の１位となった。卸売業

（８２％）やホテル・旅館業（８３％）で特に警戒感が強い。

�原油価格の動向（６８％） ＋３３ 全業種で上昇し、製造業（７０％）で１位となった。また、運輸業（８８％）
で特に警戒感が強く、ホテル・旅館業（７８％）では５３ポイント上昇した。

�個人消費の動向（４７％） △５ 小売業（７９％）で１位、食料品（７６％）で２位となった。

�物価の動向（４４％） ＋１７ 全業種で上昇した。卸売業（４７％）で３位となった。

�公共投資の動向（４２％） ＋１ 建設業（７９％）で１位、鉄鋼・金属製品・機械（５９％）で３位となっ
た。

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３８０ １００．０％
札幌市 １３９ ３６．６ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８６ ２２．６
道 南 ３５ ９．２ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５６ １４．７ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部

道 東 ６４ １６．８ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ６９９ ３８０ ５４．４％
製 造 業 １９８ １１１ ５６．１
食 料 品 ６８ ３９ ５７．４
木 材 ・ 木 製 品 ３３ ２０ ６０．６
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３５ ５８．３
そ の 他 の 製 造 業 ３７ １７ ４５．９
非 製 造 業 ５０１ ２６９ ５３．７
建 設 業 １３９ ７６ ５４．７
卸 売 業 １００ ５６ ５６．０
小 売 業 ９７ ４８ ４９．５
運 輸 業 ５０ ２６ ５２．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３４ １８ ５２．９
その他の非製造業 ８１ ４５ ５５．６

業種別回答状況

特別調査

― １２ ―ほくよう調査レポート ２０２２年３月号
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�人材の育成・強化
① ① ③ ① ① ① ① ① ① ② ② ① ①
７１ ６４ ５５ ５０ ７７ ７５ ７４ ８９ ６７ ６７ ５８ ６３ ７６
（６９）（６７）（６１）（５６）（８２）（６０）（６９）（８４）（７３）（５７）（６３）（４０）（６８）

�顧客ニーズの的確な把握
② ② ① ② ② ② ② ② ① ① ② ②
５６ ５１ ６８ ３０ ４４ ５０ ５９ ４３ ５８ ７７ ６２ ５６ ６４
（６１）（５６）（６１）（５０）（５６）（５０）（６３）（５７）（６３）（７０）（５８）（６０）（６８）

�価格体系の見直し
③ ③ ② ③ ③
３０ ４３ ４７ ４５ ３２ ５０ ２５ ２２ ３８ １０ ３９ ３８ １９
（１８）（１８）（１７）（１７）（６）（４０）（１９）（１２）（１９）（１５）（２９）（３３）（２２）

�営業方法の見直し
④ ③ ③ ③
２７ ３０ ２４ ２５ ３８ ３１ ２５ １６ ３５ ３１ ８ ４４ ２６
（３０）（３３）（３９）（２８）（２７）（４０）（２９）（２５）（３１）（３６）（１７）（４０）（２７）

�新商品（サービス）の開
発

④ ③ ① ① ③
２７ ４８ ６８ ５０ ２９ ３８ １８ ８ ２２ ２１ １２ ５０ １９
（２７）（４４）（６４）（５０）（２９）（２５）（２０）（４）（３１）（２１）（８）（３３）（３０）

�同業他社の商品、サービ
スとの差別化

③
２６ ２８ ２６ ３０ ２４ ３８ ２５ １６ ３６ ２９ １２ ３８ ２６
（２９）（３２）（３９）（３９）（２１）（３０）（２７）（１９）（３４）（３０）（８）（４７）（３２）

�IT（ホームページ等）の
活用

③ ③ ③ ③
２５ ２２ ２４ ２５ １２ ３８ ２６ ２３ ２４ ３１ ２３ ５０ ２１
（２４）（１８）（１７）（２８）（９）（２５）（２７）（２６）（２４）（２８）（１７）（６０）（２７）

�他社との業務提携 １４ １４ １３ １５ ９ ２５ １４ １９ １１ ８ ２３ ０ １７
（１４）（１４）（１１）（２８）（９）（１５）（１３）（１３）（１５）（１１）（１７）（７）（１６）

	新たな事業への参入 １２ １３ １１ ２５ ９ １３ １１ ４ ２０ １５ ４ ２５ ７
（１２）（１０）（８）（１１）（１２）（１０）（１３）（１２）（１３）（１３）（８）（１３）（１６）


その他 １ ０ ０ ０ ０ ０ ２ １ ２ ２ ４ ０ ０
（１）（１）（３）（－）（－）（－）（１）（１）（－）（－）（４）（－）（３）

＜図表１４＞売上・販売面で重視する項目（複数回答）
（n＝３６９） （単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査

特別調査
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＜図表１５＞先行きの懸念材料（複数回答）
（n＝３７６） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�新型コロナウイルスの影
響

① ② ② ② ① ① ① ③ ① ② ② ① ①
６９ ６９ ７６ ６０ ６５ ７１ ６９ ６１ ８２ ７５ ６８ ８３ ５８
（８５）（８５）（９０）（７８）（７９）（９０）（８５）（８６）（８４）（８５）（８３）（９４）（８２）

�原油価格の動向
② ① ① ② ① ① ② ② ② ③ ① ② ②
６８ ７０ ７９ ６０ ６５ ７１ ６７ ６７ ６４ ６７ ８８ ７８ ５６
（３５）（３３）（３７）（２２）（３２）（３５）（３６）（２９）（２５）（４８）（８３）（２５）（２９）

�個人消費の動向
③ ③ ② ③ ③ ① ③ ③
４７ ５１ ７６ ４０ ２７ ５３ ４５ ２５ ４７ ７９ ５２ ６１ ２９
（５２）（５４）（８４）（６１）（１８）（５０）（５２）（２９）（６１）（８３）（３８）（６９）（４２）

�物価の動向
④ ③
４４ ５０ ６１ ４０ ４４ ４７ ４２ ５０ ４７ ４２ ２４ ３３ ３３
（２７）（２７）（４２）（２２）（２１）（１５）（２６）（３０）（３６）（２８）（８）（１３）（１８）

�公共投資の動向
⑤ ③ ③ ③ ①
４２ ３７ ３ ４５ ５９ ５９ ４５ ７９ ３５ ２５ １６ ６ ５１
（４１）（３６）（－）（５０）（５９）（５０）（４３）（８０）（４１）（２０）（２９）（－）（３７）

�雇用の動向
②

３８ ３２ ４７ １５ ２１ ４１ ４０ ４２ ３１ ３３ ３６ ３９ ５６
（３７）（３５）（５０）（２２）（２９）（２５）（３８）（４２）（３０）（４１）（２１）（５６）（４２）

�民間設備投資の動向 ３０ ２４ ８ １５ ４４ ２９ ３２ ５７ ４２ １３ １２ ６ ２２
（２８）（２４）（－）（１７）（５９）（１５）（２９）（５２）（３６）（９）（２１）（－）（１８）

�電気料金の動向 ３０ ４４ ５３ ４０ ３２ ５３ ２５ ２４ ２０ ３３ ４ ５６ ２２
（１３）（２２）（２９）（６）（２４）（２０）（９）（９）（８）（７）（４）（１９）（１６）

	中国経済の動向 ２１ ３４ ４０ ５０ ３２ ６ １６ １３ ３３ １５ ８ １１ ７
（１４）（２６）（２６）（２８）（２４）（２５）（９）（１）（８）（９）（８）（２５）（１８）


住宅着工の動向
①

２０ ２２ ０ ８０ ９ ２９ １９ ２６ ２７ １５ １６ ０ ９
（１９）（１７）（－）（７２）（６）（２０）（２０）（２６）（３１）（９）（２１）（－）（１１）


為替の動向 ２０ ２５ ３２ ４０ ９ ２４ １８ １２ ３３ ３１ １２ ０ ７
（１５）（２４）（２９）（２８）（２１）（１５）（１１）（９）（１３）（２０）（８）（６）（３）

�台風などの災害の影響 １９ ２０ ２９ １５ １８ １２ １８ ２８ １３ １０ ２４ １７ １６
（２０）（１８）（２４）（２２）（９）（２０）（２１）（２５）（２８）（１５）（１３）（１９）（１６）

�金融機関の融資姿勢 １７ ２０ ２１ ３０ ９ ２９ １６ １６ １６ １７ ２０ １１ １３
（２１）（２４）（３４）（１７）（１８）（２０）（２１）（２２）（２８）（１５）（８）（２５）（１８）

金利の動向 １６ １９ ３２ ２０ ３ ２４ １５ １８ １８ １７ ４ ６ １３
（１２）（９）（１３）（６）（９）（５）（１３）（１５）（１８）（１７）（８）（－）（８）

�社会保障負担の増加 １５ １３ １６ ５ １２ １８ １７ ２２ ９ １９ ２０ ０ １８
（１７）（１９）（２６）（１７）（１５）（１５）（１６）（１６）（１３）（１７）（１７）（１３）（１８）

�税制改正の動向 １５ １３ １１ ５ １２ ２９ １６ ２１ １１ １３ １６ １７ １６
（１４）（１５）（１８）（１１）（９）（２０）（１３）（１７）（８）（１７）（８）（６）（１６）

�政局の動向 １１ １２ ５ ５ ２１ １８ １１ １８ ７ ８ ８ ０ １１
（１７）（１７）（５）（２２）（２４）（２５）（１７）（２８）（１２）（９）（１７）（１３）（１６）

�欧米経済の動向 １１ １８ １３ ４５ １８ ０ ８ ９ １１ １０ ４ ０ ２
（９）（１６）（１３）（２２）（２１）（１０）（６）（３）（８）（７）（４）（１３）（８）

�国と地方の財政改革の動
向

１０ １１ ０ １５ ２１ １２ １０ １８ ２ １３ ０ ６ ９
（９）（１１）（３）（１７）（１８）（１０）（８）（１７）（２）（２）（４）（１３）（１１）

�米中貿易摩擦の影響 ８ １７ １８ １５ １５ １８ ４ ４ ６ ４ ４ ６ ２
（６）（１４）（１３）（１７）（１５）（１０）（３）（－）（７）（２）（４）（－）（５）

�規制緩和の動向 ７ ７ ５ １０ ９ ６ ８ ５ １１ ８ １２ １１ ２
（７）（６）（５）（－）（９）（１０）（８）（７）（８）（１１）（１３）（－）（５）

�米政権の政策運営の動向 ４ ６ ３ １０ ６ ６ ３ ４ ４ ４ ０ ０ ０
（１０）（１１）（３）（２２）（１５）（１０）（９）（６）（１０）（１３）（８）（６）（１１）

�TPP（環太平洋経済連携
協定）の影響

４ ８ １３ ０ １２ ０ ２ ３ ０ ４ ４ ０ ２
（３）（７）（８）（１１）（６）（５）（２）（－）（７）（－）（－）（－）（－）

�日韓関係の悪化の影響 ２ ３ ５ ０ ０ ６ ２ ３ ０ ４ ０ １１ ０
（３）（３）（－）（６）（３）（５）（４）（１）（７）（２）（４）（１３）（－）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査

特別調査

― １４ ―ほくよう調査レポート ２０２２年３月号
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今回の調査では、道内企業の年間業況は持ち直しが見込まれ、売上DI・利益DIともにコ

ロナ禍前の実績を上回る見通しとなりました。一方で、新型コロナウイルス感染症の動向に

対する懸念は依然として多く聞かれています。また、コロナ禍からの業況持ち直しを見込む

中で、足元では原油を中心にさまざまな原材料の価格が上昇しており、先行きの不透明感を

指摘する声が聞かれています。

以下で、企業から寄せられた生の声を紹介します。

１．食料品製造業 ２．木材・木製品製造業

＜食料品製造業＞ コロナ禍再拡大による、

主力商品の販路縮小を懸念している。（道央

［きのこ］）

＜水産加工業＞ 製品の主な販売先は海外

で、輸出向け製品を製造している。そのた

め、中国経済の悪化によって中国向けの製品

が売れなくなると、工場稼働率はかなり下が

り、売上も相当減少すると思う。その時の保

険として、他の事業にも目を向けておく必要

がある。（道南［ほたて］）

＜水産加工業＞ イワシやサンマ、サケなど

の漁獲高減少や、魚体の小型化が懸念点。ま

た、コロナ禍の動向によって外食向けの売上

高が左右される。（道東［水産缶詰］）

＜飲料品製造業＞ コロナ禍より脱出し、２

年前程度の景況に戻ることを期待する。懸念

材料としては、燃油だけでなく、機械部品や

材料なども価格が上昇していることと、脱炭

素に向けた動きが性急すぎること。（道央）

＜製材業＞ 今後のインフレや為替の動向を

注視。また、不動産価格の上昇と新規住宅取

得価格の上昇がさらに続けば、２０２２年度の住

宅着工に影響が出る可能性がある。当社はあ

らかじめそれらの不安要素を見込み、関連会

社と連携して住宅着工に依存しない新たなビ

ジネスに着手する予定。（道北［フローリン

グ］）

＜製材業＞ 外的要因によるウッドショック

の収束の時期がわからず、今後の見通しを立

てるのが困難。原木が不足しており、現在の

生産計画を変更せずに次年度に臨めるのか不

透明。（道東）

＜製材業＞ 人や施設の都市部への集中が進

み、地方では医療や公共交通の弱体化が進ん

でいる。地方での生活費の高騰と人材不足が

懸念材料。（道東）

＜木製品製造業＞ 官民の建築着工件数が減

少すると、家具の販売機会が減少し、業況の

見通しにも直結する。資材の価格高騰や、不

足による納期遅れが懸念材料。（道北［家具製

造］）

経営のポイント

２０２２年の年間業況は持ち直し見込みも、原料高への対応が重要な年に
〈企業の生の声〉

― １５ ― ほくよう調査レポート ２０２２年３月号
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３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

４．その他の製造業

５．建設業

６．卸売業

＜金属製品製造業＞ コロナ禍に伴う国内外

での人流の動向によって、元請先の設備投資

方針が左右される。そのため、今後の計画を

立てづらい。また、商材が出てきても下値で

競う先がある。原材料高騰もあって、先行き

は厳しい。（札幌）

＜金属製品製造業＞ 鋼材価格および原油価

格の動向を注視しているが、社内のコスト削

減にも限界がある。販売価格への転嫁も検討

している。（道央）

＜鉄鋼業＞ 観光需要が持ち直すことで、こ

れまで凍結されていたホテル案件などが復活

してほしい。（道東）

＜化学製品製造業＞ 新型コロナウイルスの

感染状況により、観光客の動きが大きく左右

される。今後個人消費がどこまで回復してい

くか心配。（道央［ポリエチレン］）

＜コンクリート製品製造業＞ 原油価格の高

騰に起因する、原材料や運賃などの高騰に重

大な懸念を抱いている。（札幌）

＜管工事業＞ 新型コロナウイルスが収束

し、本格的に経済が動き出さなければ、公

共・民間ともに積極的な設備投資は行えない

と思われる。最近は原油価格のみならず諸資

材の価格が高騰しており、経営が苦しくなっ

ている。（札幌）

＜住宅建築業＞ エネルギー価格の上昇によ

る実質購買力の縮小や、ECの進展による小

売やサービス業の既存業態の縮小を踏まえ

て、今後どのような業態が生き残っていくの

か注視している。また、農林水産業や製造業

による道外への出荷額が今後どうなっていく

のかも注視している。（道央）

＜解体工事業＞ 資源価格の上昇や、サプラ

イチェーンの停滞など、景気の拡大に水を差

す懸念事項を解決するための施策を期待した

い。（札幌）

＜機械器具卸売業＞ 景気の落ち込みによる

販売不振や在庫過剰が心配。また、築堤や河

川掘削などの整備促進策を充実させ、流域災

害への防災に迅速に対応してもらいたい。北

海道は公共工事に依存しているので、施工の

ICT化を通じて質の向上とコストの削減がで

きれば良いと思う。（札幌［精密機器］）

＜工事用品卸売業＞ 仕入先からの値上げ要

請が多くなっており、販売先への価格転嫁を

進めていけるかどうかが、今後の業績を大き

く左右すると認識している。（札幌）

＜穀物卸売業＞ 農作物の作柄による相場の

動向が、一段と厳しくなると思う。穀物の国

際価格の上昇に伴い原材料価格が上昇してい

るが、量販店に価格転嫁できるメーカーとで

きないメーカーとがある。特に中小、零細

メーカーは厳しい。（道北［大豆、精白米］）

経営のポイント

― １６ ―ほくよう調査レポート ２０２２年３月号
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７．小売業

８．運輸業

９．宿泊業

１０．その他の非製造業

＜食品卸売業＞ 原材料価格の高騰や海外に

依存する原料の入手困難などが、コロナ禍か

らの回復の重石となっている。さらに最低賃

金の引上げもあって、企業財務への影響は避

けられない。先行き不明瞭な状況下では、事

業も消極的な運営になってしまう。（札幌）

＜作業用品店＞ 海外生産が順調にできるか

どうかが一番の懸念材料。コロナ禍の再拡大

や、中国と西側諸国の対立激化によって、海

外工場での生産が遅れたり、生産できなく

なったり、物流が遅延したり、出荷できなく

なったり― 何が起きるかわからない時代に

なってきたため、販売する商品を揃えること

ができるかどうかが大問題。（札幌）

＜燃料小売業＞ 短期的には、原油相場の動

向や公共工事の発注動向が自社の売上・利益

に大きな影響を与えるため、注視している。

中長期的には、現政権に増税に向けた動きが

感じられる点を懸念している。（道東）

＜航空運送業＞ コロナ禍再拡大により、国

内での移動に制限を課された場合の影響が懸

念される。（札幌）

＜索道業＞ 新型コロナウイルスの動向や、

インバウンド客の回復時期に注目している。

（道南）

＜観光ホテル＞ 重油価格が大幅に上昇して

おり、冬期の暖房などによる燃料費が収益を

圧迫する懸念がある。（道北）

＜観光ホテル＞ 全てはコロナ禍の状況次第

といえる。好調に見えても、一気に転落する

危険性を常にはらんでいるのが現状。ニュー

ノーマルに社会全体で順応し、消費が落ち込

むことなく経済が円滑に回る仕組みが重要。

（道北）

＜都市ホテル＞ コロナ禍による不安定な顧

客需要が、早い段階で正常化してほしい。そ

の他、人材の確保と育成に注力している。（札

幌）

＜病院＞ ２０２２年４月に診療報酬改定があ

り、その内容によって今後の戦略を見直す必

要が出てくる。（札幌）

＜廃棄物処理業＞ やはりコロナ禍の収束が

無い限り、当社の主力商品である再生重油の

値戻しに繋がらない。また、各業種での生

産・販売活動が活発にならないと、廃棄物量

の増加に繋がらない。（道央）

＜建設コンサルタント＞ 新型コロナウイル

スによる影響が長引き、見通しが立たない

中、人々の生活習慣が変わってきていると思

う。このため、既存事業について大きな見直

しが必要と考える。（道北）

＜美容業＞ 今後コロナ禍の影響がなくなっ

ていくのか疑問。消費者のマインドの持ち直

しが見えてきていない。（札幌）

経営のポイント

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０２２年３月号
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― １８ ―ほくよう調査レポート ２０２２年３月号

１．はじめに

人口急減、超高齢化の社会問題が叫ばれてから久しくなりました。２０１９年の日本の高齢化率

（全人口のうち、６５才以上の人口割合）は２８．４％となり、世界のどの国よりも高い数値です。ま

た２０２５年には、団塊の世代全員が後期高齢者（７５歳以上）となり、日本の社会構造や体制が大き

な分岐点を迎え、雇用、医療、福祉など、さまざまな分野に影響を与えることが予想されます。

上記の問題が懸念される中、２００６年に、NPO法人健康経営研究会が「健康経営」という考え方

を提唱しました。現在、政府や自治体の推進のもとで、健康経営に取り組む企業が増えてきまし

た。健康経営は法令遵守や安全配慮義務等の視点も含め、企業のマネジメントの中で、自社の従

業員の健康を「守る」ための戦略を第一に考えられてきました。最近はさらに従業員を活かすた

めの戦略に積極的に取り組む企業が増えてきました。

健康経営の考え方には、２０１９年から順次施行されている働き方改革関連法や今後の労働諸法令

改正に対応するための大切なポイントが盛り込まれています。また、昨今の新型コロナウイルス

感染症の流行に伴い、テレワークなど新しい働き方の中で、今まで対峙する機会がなかった従業

員の健康問題も増えています。本稿では、健康経営の考え方が生まれた経緯と、これから直面す

ることが見込まれる人事労務問題を解決するためのヒントを、健康経営の視点から説明します。

２．労働力減少による影響

わが国は急速な高齢化と並行し、少子化も依然として続いています。日本の合計特殊出生率

（１５～４９歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、一人の女性がその年齢別出生率で一生

の間に産むとしたときの子供の人数に相当する数をあらわしています）は、１９４７年には４．５４で

あったものが、１９８９年の１．５７を経て、２０１９年の１．３６にまで低下しています。人口水準を維持する

ために必要とされる２．０７をはるかに下回っています。

人口の年齢構成も少子・高齢化によって大きく変わっていきます。次の図のように年少人口

（０～１４歳）が総人口に占める割合が低下するだけでなく、生産年齢人口（１５歳～６４歳）も、

１９９５年に８，７１６万人でピークを迎え、その後減少に転じ、２０１９年には７，５０７万人と、総人口の

５９．５％となりました。今後も総人口に占める割合は低下していくことが見込まれています。

生産年齢人口の減少は、労働力の減少を通じて経済成長の制約となると考えられますが、総人

口に占める生産年齢人口の割合の低下によって、支え手が減少し、社会保障制度の基盤不安定

化、人材の採用難に伴う一人あたり労働時間の長時間化が懸念されています。

健康経営における労務管理

経営のアドバイス

社会保険労務士法人むらずみ総合事務所
社会保険労務士 速水 和恵
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経営のアドバイス

― １９ ― ほくよう調査レポート ２０２２年３月号

（出典）内閣府「令和２年版高齢社会白書」

３．健康経営とは

前述したような高齢化・少子化・人口減少の問題による健康や人材不足に関する経営課題への

懸念から、２００６年に「健康経営」という考え方が誕生しました。

健康経営とは、経営的な視点から従業員等の健康管理や健康増進の取り組みを「投資」と捉

え、戦略的に実行する新たな経営手法です。

これまで、従業員の健康管理は自己責任、あるいは企業にとってコストとして考えられてきま

したが、①従業員の高齢化、②生産年齢人口の減少や深刻な人手不足、③国民医療費の増加を背

景として、人材を確保し、長くいきいきと企業で働いてもらえる環境づくりが、継続した企業活

動には不可欠であるとの考えが広がり、健康経営への関心が高まっています。
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経営のアドバイス

― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０２２年３月号

また、健康経営は、企業が経営理念に基づいて、従業員等の健康保持・増進に積極的に取り組

むことにより、従業員の活力向上や生産性の向上など組織の活性化をもたらし、さらに業績の向

上や企業のイメージ向上、採用増加へ繋げていく効果もあるといわれています。

経済産業省が、就活生及び就職を控えた学生を持つ親に対して行った就職先に望む勤務条件等

のアンケート調査では、「従業員の健康や働き方に配慮」の項目は就活生、親双方で特に高い回

答率となりました。この結果からも健康経営への取り組みは、就活生が企業を選ぶ際のポイント

になることが分かります。また、長引くコロナ禍においては転職者の行動にも変化が現れてお

り、勤務先の新型コロナ感染拡大防止策に不安を感じている人ほど、企業がどのくらい社員の安

全衛生対策に力を入れているかという点に注目し、選択範囲を広げて転職活動を行っているとい

われています。

４．健康経営が提唱する労務管理とは

「健康経営」が提唱された背景は、前述したとおり、日本の急速な高齢化の進展などへの危惧

です。労働安全衛生法によって、企業には従業員の健康診断が罰則付きで義務付けられてはいま

したが、健康診断有所見率は増加の一途を辿りました。法令遵守のため従業員に健康診断を受診

させることが目的としていたため、事後措置としての異常所見者を改善するための取り組みが十

分に行われませんでした。その結果、高額の健康診断の費用を拠出しているにもかかわらず、費

用対効果が十分に得られているとは言い難いという状況にありました。

そこで高齢化・少子化・人口減少による経営課題の顕在化を予防するために「企業が従業員の

健康に配慮することによって、経営面においても大きな成果が期待できる」との基盤に立って、

健康管理を経営的視点から捉えるようになりました。すなわち、従業員の健康管理・健康づくり

の推進によって、生産性の向上、従業員の創造性の向上、企業イメージの向上等の効果が期待で

きるという考え方がつくられました。

このように、健康経営の考え方に基づいた労務管理は、単に法令遵守という義務を果たすこと

にとどまらず、従業員一人一人が健康な心と体で長く働き続けることに目的を置いています。

健康経営の考え方のうち、従業員が長く、いきいきと働くために重要な要素は「働きやすさ」

と「働きがい」があげられます。経営者が労働基準法、労働安全衛生法等の労働法を遵守するこ

とは、従業員の健康を守るために最低限の取り組みを行っていることの証左ではありますが、法

律は最低基準に過ぎず、法令を遵守するだけでは、真に従業員の健康と安全を守ることはできま

せん。これまで、日本では長時間労働やハラスメントなど、就業によって労働者の健康が損なわ

れ、生命の危険に晒されるということが起きてきました。これに対し、健康経営では従業員の心

と身体の健康に最終目的を置かず、人を「資本」として捉え、従業員のエンゲージメント（企業

と従業員が相互に貢献し、成果を出す幸せな関係）の向上を通じて付加価値を向上させることを

目的としています。
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経営のアドバイス

― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０２２年３月号

（出典）NPO法人健康経営研究会

２０２１年４月 高齢者の就業機会の確保及び就業の促進
・７０歳までの就業支援の努力義務化

２０２２年４月 改正育児・介護休業法
・雇用環境整備、個別の周知・意向確認の措置の義務化
・有期雇用労働者の育児・介護休業取得要件の緩和
パワハラ防止措置の義務付け（中小企業 ※大企業は令和１年６月から施行）

１０月 ・産後パパ育休（出生時育児休業）の創設
・育児休業の分割取得
社会保険適用拡大（１０１名～５００名規模企業）

２０２４年１０月 社会保険適用拡大（５１名～１００名規模企業）※予定

２０２５年４月 高年齢雇用継続給付の縮小

従業員のエンゲージメントを高めるためには、それぞれの企業に合った「居心地良く働ける場

をつくること」と、「コミュニケーションを活性化させる場をつくること」の２つが重要である

といわれています。

また、後述の労働諸法令改正により、労務管理は煩雑になることが予想されますが、法令遵守

のみに注目せず、その先の従業員の「働きやすさ」と「働きがい」に目的を置き、自社に合った

労務管理を着実に実行していくことが大切です。

５．直近の労働諸法令改正内容と今後の傾向

直近での高齢化、少子化、人口減少への対策につながる労働諸法令（人事労務関連法）改正

は、以下のようなものがあります。
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高年齢雇用継続給付

① ６０歳時点の賃金と比較し、６０歳以後の賃金が一定以上低下した方が受給できる給付金

② 基本手当を受給し再就職した方で、６０歳以後に再就職し、賃金が一定以上低下した方が受

給できる給付金

労働諸法令改正のうち、２０２１年に改正された「高齢者の就業機会の確保及び就業の促進」は努

力義務とされました。一方、２０２５年に高年齢雇用継続給付が縮小される予定です。

高年齢雇用継続給付が縮小される代わりに６５歳～７０歳までの高齢者就業確保措置の導入等に対

する支援を雇用安定事業（失業の予防など労働者の福祉を増進するための事業であり、財源は国

庫と事業主の雇用保険料のみで運用されている）に位置づけることが決まりました。施行される

２０２５年は、団塊世代 約８００万人全員が７５歳以上となり、日本の人口の年齢別比率が劇的に変化す

る節目の年でもあります。

企業には、高齢者の就労の場をつくることや、子育て世代が働きやすい職場環境を形成するこ

となど、法改正に対応する柔軟性がより一層求められます。

６．新型コロナウイルス感染症による働き方への影響と対策

２０１９年末から現在にかけて世界的に新型コロナウイルス感染症が流行する中、私たちの働き方

にも大きな変化が起こりました。その中の一つとして、テレワークが新たな働き方として定着し

つつあることが挙げられます。テレワークは感染症対策や自然災害等が発生した場合でも作業を

継続でき、また通勤がなくなった分の時間を有効に使えるなど、ワークライフバランスの実現と

いった利点があります。ワークライフバランスの実現は、従業員の「働きやすさ」の実現でもあ

り、健康経営の考え方でもあります。しかし、テレワークは、生活の場に仕事の要素が入ってく

るため、オンとオフの切り替えが難しく、時間管理が上手くできない人にとっては、漫然と仕事

に没頭するおそれがあります。この状態が積み重なることでストレスを抱え、気付けば抑うつ、

無気力、吐き気、めまいなどの心身の不調という所謂「テレワークうつ」と呼ばれる症状が出や

すいと報告されています。

テレワークにはメリットも多くありますが、上記のようなデメリットによる心身の不調を発症

しては元も子もありません。「テレワークうつ」を予防するためには、健康経営が提唱する「コ

ミュニケーションの場をつくる」ことが大切です。

また、会社で直接対面していれば、ちょっとした挨拶や雑談なども容易でしたが、ネットワー

クを通すことにより業務の話を優先してしまいがちです。このため、コミュニケーションツール

を導入するだけにとどまらず、オンラインならではのコミュニケーション方法を押さえ、社内

ルールを定めることが大切です。

例えば、Web会議ツールと併せて、スケジュール共有ツールやチャットを利用し、オンライン

での会議や打ち合わせをする前に事前に状況を把握するなど、Web会議ツール以外のツールも活
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（出典）経済産業省「健康経営の推進について」

用することが有効です。チャットでの連絡は詳細に伝えるのではなく、短く、素早く、頻繁に、

を心掛けリアルタイムの状況を共有するようにしましょう。

テレワークでのコミュニケーションは相手の状況が分からないため、遠慮が生じやすくなりま

す。そのため、朝礼や小単位チームの会議などを定期的に行うなどの方法が良いと考えられま

す。その際、オンラインで顔を合わせてコミュニケーションができるようルールをつくり、また

小単位チームの会議では、全員に発言の機会を積極的に設けるなど運営を工夫することが大切で

す。

７．従業員がより長く働き続けるために

昨年、厚生労働省から「令和２年雇用動向調査結果の概要」が公開されました。これによる

と、２０２０年１年間の転職入職者が前職を辞めた理由のうち、「その他の理由（出向等を含む）」と

「定年退職、契約期間の満了」を除くと、「労働時間、休日等の労働条件が悪かった」と「職場の

人間関係が好ましくなかった」が高い割合を示しました。

一方で、昨年１０月に経済産業省から発信された健康経営の推進概要によると、健康経営に取り

組む企業では離職率が低い傾向でした。その要因を簡易的に分析したところ、健康経営に積極的

に取り組む企業では有休取得率、有休取得日数が高い傾向がみられ、また法人単位の特定健診実

施率も健康保険組合平均と比べ高い傾向がありました。

所属企業の健康投資が高いと感じている人の方が、健康状態や仕事のパフォーマンスが良好で

あることも分かっています。

一概に、離職率の低さが、全て健康経営の取り組みに起因しているとは限りません。しかし、

「健康経営優良法人」として認定を受けるための要件の中には、「従業員の健康課題の把握と必要

な対策の検討」、「従業員の心と身体の健康づくりに関する具体的対策」に関する項目が細かく設

定されており、この具体的項目の評価を認定機関が行っているため、「健康経営優良法人」は従

業員の健康や生活習慣に対するリスクを把握しやすい状態にあるといえます。
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（出典）経済産業省「健康経営の推進について」

前述したように健康経営に積極的に取り組む企業は、有休取得率が高い傾向がみられるなど、

ワークライフバランスの推進を図る姿勢が、従業員に「働きやすい」と感じさせていると考えら

れます。また経営者主導で、会社に潜む課題改善の取り組みが行われ、また第三者機関を巻き込

んでいることも良い結果を生み出していると考えられます。

厚生労働省「令和２年就労条件総合調査」によると、有休取得率は５６．３％と過去最高となりま

した。東洋経済が発表した「有給休暇の取得率が高い会社トップ２００」には、輸送用機器を取扱

う大手企業が名を連ねています。一方、中小企業の有休取得率は５０％に満たない結果となりまし

た。しかし、従業員１０人以下の小規模事業所でも有休取得率が９０％を超えている会社もありま

す。まずは、有休を取得しやすい職場環境を整えることが重要です。「年次有給休暇取得」に関す

るアンケートでは、有休取得にためらいを感じている人は全体の５２．７％という結果が出ていま

す。上司や管理職が率先して有休を取得するなど、取得しやすい雰囲気づくりが従業員の取得時

の心理的負担を軽減し、離職の防止にもつながります。

今後は高齢化、少子化、人口減少が進み、就労人口内の構成が変わることが予測されます。従

業員のうち、高齢者が増えた時に直面する問題は加齢に伴う健康状態の悪化などが考えられま

す。また感染症予防のために有休を取得したいという人もいると思います。高齢者だけでなく、

現役世代の従業員の健康や労務管理方法を今から検討する意味でも、有休取得率向上に向けた取

り組みが求められています。
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８．終わりに

近い将来、人材確保等、労働力に関する問題は深刻化していきます。また、新型コロナウイル

ス感染症の罹患者数は一時、落ち着いたかのように思われましたが、変異株により過去最高の罹

患者数を記録しました（本稿執筆時点 ２０２２年２月１日）。先行きが見えない状況下でも会社運

営は続き、それに伴う人材確保、従業員対応に終わりはありません。健康経営の考え方をいきな

り実践することは大変かと思いますし、すぐに目に見えて結果がでることではないため、健康経

営は得てして理想論のように聞こえるかもしれません。しかし、だからこそ、まずはそれぞれの

企業に合った方法で従業員と信頼関係を築く取り組みが大切だと考えます。

経営者と従業員が信頼関係を築くために必要な第一歩は、法令遵守を正しく行えているか否か

です。その信頼の土台の上で徐々に従業員が「働きやすい」と感じ、「働きがいがある」と思わ

れる職場に仕上げていくことが大切です。

ここ数年は、目まぐるしく法改正が続き、これと並行して感染症対策も行う必要が生じていま

すが、本稿を、健康経営の考え方のもと変化に柔軟に対応し、どの年齢の方も長く働き続けるこ

とができる職場環境づくりのきっかけにしていただけると幸いです。
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鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１７年度 １００．３ ０．５ １０３．５ ２．９ １０１．４ ２．０ １０２．４ ２．２ ９８．０ ６．２ ９８．７ ５．１
２０１８年度 ９８．２ △２．１ １０３．８ ０．３ ９８．２ △３．２ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２
２０１９年度 ９２．７ △５．６ ９９．９ △３．８ ９２．２ △６．１ ９８．９ △３．６ １０８．８ ７．５ １０１．７ ２．８
２０２０年度 ８３．３ △１０．１ ９０．４ △９．５ ８３．３ △９．７ ８９．２ △９．８ ８５．３ △２１．６ ９１．７ △９．８

２０２０年１０～１２月 ８４．４ ５．８ ９３．９ ５．７ ８４．４ ５．４ ９３．０ ５．９ ９１．７ △１１．０ ９６．０ △１．６
２０２１年１～３月 ８７．２ ３．３ ９６．６ ２．９ ８７．７ ３．９ ９４．９ ２．０ ８８．０ △４．０ ９４．８ △１．３

４～６月 ９０．１ ３．３ ９７．７ １．１ ９２．８ ５．８ ９５．６ ０．７ ８６．７ △１．５ ９５．７ ０．９
７～９月 ９０．７ ０．７ ９４．１ △３．７ ９１．９ △１．０ ９１．７ △４．１ ８８．７ ２．３ ９８．１ ２．５
１０～１２月 p８６．０ △５．２ ９５．０ １．０ p８６．０ △６．４ ９３．１ １．５ p８９．２ ０．６ １００．８ ２．８

２０２０年 １２月 ８５．０ ０．７ ９４．０ △０．２ ８４．６ ０．６ ９２．９ △０．６ ９１．７ △２．３ ９６．０ ０．６
２０２１年 １月 ８６．８ ２．１ ９６．９ ３．１ ８６．０ １．７ ９５．６ ２．９ ９２．０ ０．３ ９５．１ △０．９

２月 ８７．２ ０．５ ９５．６ △１．３ ８８．２ ２．６ ９４．４ △１．３ ８９．２ △３．０ ９４．４ △０．７
３月 ８７．６ ０．５ ９７．２ １．７ ８９．０ ０．９ ９４．８ ０．４ ８８．０ △１．３ ９４．８ ０．４
４月 ８９．７ ２．４ １００．０ ２．９ ９２．０ ３．４ ９７．７ ３．１ ８７．３ △０．８ ９４．７ △０．１
５月 ８９．２ △０．６ ９３．５ △６．５ ９２．８ ０．９ ９２．３ △５．５ ８７．７ ０．５ ９３．７ △１．１
６月 ９１．３ ２．４ ９９．６ ６．５ ９３．５ ０．８ ９６．７ ４．８ ８６．７ △１．１ ９５．７ ２．１
７月 ９３．９ ２．８ ９８．１ △１．５ ９４．９ １．５ ９６．４ △０．３ ８７．５ ０．９ ９５．０ △０．７
８月 ９０．７ △３．４ ９４．６ △３．６ ９１．８ △３．３ ９２．２ △４．４ ８７．３ △０．２ ９４．９ △０．１
９月 ８７．５ △３．５ ８９．５ △５．４ ８８．９ △３．２ ８６．６ △６．１ ８８．７ １．６ ９８．１ ３．４
１０月 ８６．２ △１．５ ９１．１ １．８ ８７．０ △２．１ ８８．７ ２．４ ９０．５ ２．０ ９８．７ ０．６
１１月 r ８５．９ △０．３ ９７．５ ７．０ r ８６．２ △０．９ ９５．３ ７．４ r ８９．９ △０．７ １００．７ ２．０
１２月 p８６．０ ０．１ ９６．５ △１．０ p８４．８ △１．６ ９５．４ ０．１ p８９．２ △０．８ １００．８ ０．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１７年度 ９６２，１２１ ０．９ １９６，２５２ ０．５ ２０１，２９１ △０．８ ６５，３５４ △０．４ ７６０，８３０ １．３ １３０，８９８ １．０
２０１８年度 ９６５，８７１ ０．４ １９５，４７７△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９８１ △２．１ ７６５，４１１ ０．６ １３１，４９７ ０．５
２０１９年度 ９５６，６０６△１．４ １９３，４５７△１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２５ △５．６ ７７０，３１７ ０．１ １３３，０３２ ０．２
２０２０年度 ９７０，２４１△３．４ １９６，３０１△５．１ １３５，１５２ △２７．５ ４５，６１２ △２４．５ ８３５，０８９ ２．０ １５０，６８９ ２．９

２０２０年１０～１２月 ２６２，０２２△１．６ ５４，１２０△１．２ ４１，６４３ △２１．６ １４，８２５ △１１．６ ２２０，３７９ ３．５ ３９，２９５ ３．６
２０２１年１～３月 ２３７，０２３△１．４ ４７，９５３△２．１ ３５，９３１ △９．９ １１，７３６ △１０．１ ２０１，０９３ ０．２ ３６，２１７ ０．６

４～６月 ２３４，１１９ ２．５ ４７，３５６ ５．８ ２９，３８５ ３７．１ １０，４２２ ４０．９ ２０４，７３４ △１．１ ３６，９３５ △１．１
７～９月 ２３９，５８４△１．３ ４８，７７９△１．４ ３２，７５９ △９．４ １１，０９９ △４．８ ２０６，８２５ ０．１ ３７，６７９ △０．４
１０～１２月 ２６５，８５０ １．５ ５４，９８７ １．６ ４７，１２６ １３．２ １５，７７３ ６．４ ２１８，７２４ △０．８ ３９，２１５ △０．２

２０２０年 １２月 １０３，１６４△４．０ ２１，０３６△３．３ １７，３１６ △２３．９ ６，０３４ △１４．５ ８５，８４８ １．４ １５，００２ ２．４
２０２１年 １月 ８０，６２４△５．６ １６，２８４△５．８ １１，２３３ △３６．３ ３，６３６ △３０．２ ６９，３９１ ２．５ １２，６４８ ４．９

２月 ７４，６６１△２．４ １４，９６９△３．３ １１，０００ △９．４ ３，５８１ △１１．８ ６３，６６１ △１．４ １１，３８７ △０．８
３月 ８１，７３９ ４．２ １６，７０１ ２．８ １３，６９７ ３６．０ ４，５１９ １９．３ ６８，０４１ △０．５ １２，１８２ △２．２
４月 ７７，９４２ ７．８ １５，５２６ １５．７ １０，８０１ ９９．７ ３，５３６ １５３．１ ６７，１４２ ０．４ １１，９９０ △０．２
５月 ７６，７６７ ３．７ １５，４１０ ６．０ ８，０８４ １１６．３ ２，７６８ ５８．８ ６８，６８３ △２．３ １２，６４２ △１．２
６月 ７９，４１０△３．４ １６，４２０△２．２ １０，５０１ △１４．５ ４，１１８ △３．３ ６８，９０９ △１．４ １２，３０３ △１．８
７月 ８２，１３４ ０．１ １７，１３７ １．３ １２，０８６ △５．０ ４，４５８ ２．６ ７０，０４９ １．１ １２，６７９ ０．８
８月 ８０，８７６△２．７ １６，０７９△４．８ ９，７７０ △１４．４ ３，１０２ △１３．９ ７１，１０６ △０．８ １２，９７７ △２．３
９月 ７６，５７４△１．３ １５，５６３△０．７ １０，９０４ △９．１ ３，５４０ △４．５ ６５，６７０ ０．１ １２，０２４ ０．４
１０月 ８０，２７２ ２．２ １６，５１８ １．３ １３，３６３ ３．７ ４，２６５ ２．５ ６６，９０９ １．９ １２，２５２ ０．９
１１月 ８１，９７９ ２．１ １７，０７８ １．８ １４，３００ ２５．０ ４，９７５ ７．５ ６７，６７９ △１．７ １２，１０３ △０．４
１２月 １０３，５９９ ０．４ ２１，３９２ １．７ １９，４６４ １２．４ ６，５３２ ８．３ ８４，１３６ △２．０ １４，８６０ △０．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。
■２０２０年３月に対象事業所の見直しを行ったため、これに関わる前年（度、同期、同月）比増減率は、ギャップを調整するリンク
係数で処理した数値で計算している。

主要経済指標（１）

― ２６ ―ほくよう調査レポート ２０２２年３月号

ｏ．３０７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２６～０２９　主要経済指標  2022.02.15 17.33.15  Page 26 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１７年度 １４１，３７７ ３．２ ４３，３４８ ３．３ ２５５，３３１ ５．３ ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ ３２，９０８ △０．４
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，２０３ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，６６７ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７７５ △０．４
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１１ ２．２ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７
２０２０年度 １５５，９６１ ４．６ ４９，１５７ ８．４ ２８１，６９０ △０．６ ７２，３５０ ３．２ １４０，４４９ ５．３ ３５，２２１ ６．７

２０２０年１０～１２月 ４１，５１３ ２１．４ １２，６０２ ２１．６ ７０，６２６ ０．７ １８，１６３ ６．３ ３６，９０８ ７．９ ９，０６７ ８．１
２０２１年１～３月 ３９，７２３ ８．３ １２，２１０ １０．９ ６７，３１１ △７．３ １７，３５３ △２．８ ２７，０１８ ４．２ ７，６５４ ３．５

４～６月 ３４，７４２△４．７ １１，１２６△４．１ ７０，５２４ △０．８ １８，３６７ △０．１ ４０，４１１ △１．３ ９，０９３ △４．５
７～９月 ３９，４７３ ３．１ １１，６７０△８．５ ７３，３０２ ０．９ １８，８１４ １．９ ３５，６１０ ０．０ ８，３６６ △６．８
１０～１２月 ３８，３７４△７．６ １１，８１８△６．２ ６９，７３０ △１．３ １８，５９１ ２．４ ３６，７６８ △０．４ ８，８３６ △２．５

２０２０年 １２月 １５，９８２ ８．２ ５，１５４ １４．７ ２３，８１９ １．０ ６，５０３ ５．０ １３，８１３ ７．５ ３，４４８ ７．６
２０２１年 １月 １３，５４４ ０．８ ４，３０６ １１．４ ２４，１８６ △１．２ ５，８５４ ３．０ ９，１６７ １２．０ ２，５７６ １０．７

２月 １１，３０５ １０．３ ３，４９２ ７．２ ２２，１６９ △９．６ ５，５５１ △８．５ ７，６７９ △３．０ ２，３４４ △０．１
３月 １４，８７４ １４．５ ４，４１３ １３．６ ２０，９５６ △１１．１ ５，９４７ △２．４ １０，１７２ ３．６ ２，７３３ ０．４
４月 １１，５４１ １５．８ ３，５２０ １４．５ ２３，４２６ １．１ ６，０１０ △２．８ １２，８１８ ４．５ ３，０３４ １．６
５月 １１，５１９ １．４ ３，８２０ ０．７ ２２，６７５ △２．０ ６，１８２ １．９ １４，４８５ △３．２ ３，２２８ △４．７
６月 １１，６８２△２２．７ ３，７８６△１９．９ ２４，４２３ △１．４ ６，１７５ ０．８ １３，１０８ △４．３ ２，８３１ △１０．１
７月 １４，７０９ １４．５ ４，４２２△２．９ ２４，０２６ △０．９ ６，３３９ ２．２ １３，１７３ １．５ ２，９４０ △２．４
８月 １２，６７２△４．４ ３，６９７△１８．３ ２５，１３５ ２．３ ６，４４２ ０．５ １１，６０２ △４．４ ２，７７２ △１４．０
９月 １２，０９２△０．８ ３，５５１△３．３ ２４，１４１ １．３ ６，０３３ ３．２ １０，８３５ ３．３ ２，６５４ △３．２
１０月 １１，８１５△０．４ ３，５１１ １．９ ２２，８９９ △０．８ ６，０８８ ４．７ １１，６６５ ２．０ ２，８０９ ０．４
１１月 １１，８３９△１３．４ ３，５７９△１０．６ ２３，０１１ △３．０ ５，９１６ １．２ １１，２３７ △３．６ ２，７１６ △３．７
１２月 １４，７２０△７．９ ４，７２８△８．３ ２３，８２０ ０．０ ６，５８７ １．３ １３，８６６ ０．４ ３，３１０ △４．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。
■ドラッグストアの一部事業所の数値の訂正があり、２０１８年１月～１２月分まで遡及して訂正（年間補正）を行ったため、これに関
わる前年（度、同期、同月）比増減率は、リンク係数で処理した数値で計算している。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９
２０２０年度 ５６２，６６４△３．４ １１５，６００△５．０ ２６４，５９０ △３．１ ２７６，１６７ △５．２ ４，６０１ △６５．３ ０ △１００．０

２０２０年１０～１２月 １４２，８６１△３．１ ２９，９０７△３．２ ２７４，７９５ △４．４ ２９２，４１１ △０．３ １，６６５ △５０．１ ０ △１００．０
２０２１年１～３月 １３１，７３０△２．２ ２７，７７６△２．８ ２５３，１２３ △３．９ ２７６，６７０ △２．５ ９３８ △５９．４ ０ △１００．０

４～６月 １３９，７３７ ２．３ ２９，０８３ ５．０ ２６５，９６３ ３．９ ２８０，７９７ ６．１ １，０４４ １１６．９ ０ △１００．０
７～９月 １５３，６８６ １．５ ３０，６４８ ２．０ ２４４，９０２ △１０．８ ２６６，５５１ △１．７ １，６２６ ７．３ ０ ５０．０
１０～１２月 １４４，２００ ０．９ ３０，０９５ ０．９ ２７２，６８１ △０．８ ２９２，０７７ △０．１ ２，１４１ ２８．６ ０ △１００．０

２０２０年 １２月 ４９，５４２△３．３ １０，２３４△３．８ ３１７，４２２ １．７ ３１５，００７ △２．０ ４０６ △６２．２ ０ △１００．０
２０２１年 １月 ４４，４５８△３．６ ９，２９０△４．４ ２４０，５３３ △７．２ ２６７，７６０ △６．８ ２４２ △７６．０ ０ △１００．０

２月 ４１，２３８△６．７ ８，６９６△６．６ ２２４，８５１ △１１．９ ２５２，４５１ △７．１ ２４７ △７３．２ ０ △１００．０
３月 ４６，０３４ ３．５ ９，７８９ ２．５ ２９３，９８６ ６．５ ３０９，８００ ６．０ ４５０ １７．２ ０ △１００．０
４月 ４５，５４２ ４．５ ９，６１８ ８．２ ２７１，９９３ ３．６ ３０１，０４３ １２．４ ４０８ １６３．９ ０ △１００．０
５月 ４６，５１６ １．９ ９，７３４ ５．３ ２７０，６４２ １１．３ ２８１，０６３ １１．５ ３１７ ２２６．３ ０ －
６月 ４７，６７９ ０．５ ９，７３１ １．７ ２５５，２５３ △２．６ ２６０，２８５ △４．９ ３２０ ３９．１ ０ －
７月 ５２，５５０ ４．８ １０，４８４ ６．１ ２５５，９０２ △６．６ ２６７，７１０ ０．３ ５６６ ３６．４ ０ －
８月 ５１，２９９△０．３ １０，１９１△１．２ ２４１，０２４ △１１．０ ２６６，６３８ △３．５ ６１０ １５．０ ０ －
９月 ４９，８３７△０．１ ９，９７３ １．１ ２３７，７８０ △１４．８ ２６５，３０６ △１．７ ４５０ △２１．１ ０ △２５．０
１０月 ４７，５５３△０．４ ９，９２７△０．２ ２４１，１２８ △４．４ ２８１，９９６ △０．５ ６３４ △７．９ ０ －
１１月 ４５，６８７ ０．３ ９，５７２△１．０ ２６７，７６２ ５．１ ２７７，０２９ △０．６ ６９０ ２０．９ ０ －
１２月 ５０，９６０ ２．９ １０，５９６ ３．８ ３０９，１５４ △２．６ ３１７，２０６ ０．７ ８１７ １０１．４ p ０ △１００．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０２２年３月号

ｏ．３０７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２６～０２９　主要経済指標  2022.02.15 17.33.15  Page 27 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０１，４８０ △０．８
２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８
２０１９年度 ３２，４８６ △９．２ ８，８３７ △７．３ １，７５６ △６．０ ４３，０１９ △６．６ １０４，０３６ △０．３
２０２０年度 ３１，７７２ △２．２ ８，１２２ △８．１ １，８５２ ５．５ ４０，０３０ △６．９ ９４，８７０ △８．８

２０２０年１０～１２月 ７，７２２ １．２ ２，０７１ △７．０ ２６２ △２５．４ ９，６７９ △８．１ ２４，１２１ １．２
２０２１年１～３月 ５，７６５ ８．１ １，９１０ △１．６ ３２９ １７．５ ９，８３９ ３．６ ２６，８８１ △２．５

４～６月 ９，８７７ １０．９ ２，２１０ ８．１ ６５２ △９．４ １１，６８２ ９．４ ２４，２３７ １２．６
７～９月 ９，１７１ △２．２ ２，２４７ ７．２ ３９０ △２７．８ ９，５７６ △２．６ ２５，３０７ １３．３
１０～１２月 ８，０６７ ４．５ ２，１９８ ６．１ ３５０ ３３．６ １２，７７７ ３２．０ ２５，６６０ ６．４

２０２０年 １２月 ２，３２２ △４．４ ６５６ △９．０ ７７ ３０．２ ３，２９４ △１３．２ ９，３９２ １１．８
２０２１年 １月 １，６０５ ２９．３ ５８４ △３．１ １２９ ２３８．５ ２，９８９ １３．４ ６，７７２ １．５

２月 １，５０５ △１３．５ ６０８ △３．７ ５６ △２１．７ ３，０８１ △９．２ ６，８２２ △７．１
３月 ２，６５５ １２．９ ７１８ １．５ １４４ △１５．６ ３，７６８ ８．７ １３，２８７ △２．０
４月 ３，４６８ １７．６ ７４５ ７．１ ９９ △６０．７ ３，６８３ ３．３ ７，８０４ ６．５
５月 ３，１０７ １０．８ ７０２ ９．９ ２０９ △２０．７ ３，９８６ ５．１ ７，１６２ １２．２
６月 ３，３０２ ４．７ ７６３ ７．３ ３４５ ６７．７ ４，０１３ ２０．８ ９，２７１ １８．６
７月 ２，８９０ ０．８ ７７２ ９．９ １３６ △５５．４ ３，４９８ ６．７ ７，６７５ １１．１
８月 ２，９９６ △２０．２ ７４３ ７．５ １３７ ６．８ ２，７７２ △１５．０ ７，３３１ １７．０
９月 ３，２８５ １９．３ ７３２ ４．３ １１８ ８．８ ３，３０６ ０．４ １０，３０１ １２．５
１０月 ３，０４３ １２．３ ７８０ １０．４ １６１ ５０．７ ４，９００ ４８．８ ７，７１６ ２．９
１１月 ２，９３３ ９．０ ７３４ ３．７ ８４ ６．５ ３，４１２ １０．４ ８，０７１ １１．６
１２月 ２，０９１ △９．９ ６８４ ４．２ １０６ ３７．６ ４，４６６ ３５．６ ９，８７４ ５．１

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３
２０１９年度 １７０，６０２ △４．４ ５８，９０７ △３．８ ５７，８３４ △４．９ ５３，８６１ △４．６ ４，１７３，１８６ △４．４
２０２０年度 １５４，３９１ △９．５ ５２，９６４ △１０．１ ４９，６７７ △１４．１ ５１，７５０ △３．９ ３，８５９，２５０ △７．５

２０２０年１０～１２月 ３６，６９２ １７．７ １３，３４９ ２０．７ １０，８７９ ６．３ １２，４６４ ２６．２ ９９２，０３１ １５．４
２０２１年１～３月 ４３，９９４ △０．６ １５，９１８ ４．５ １２，６６６ △１４．０ １５，４１０ ７．６ １，１９６，８２３ ４．２

４～６月 ３７，００８ １５．３ １３，３７７ ３４．２ １１，０４８ △１２．７ １２，５８３ ３２．９ ８５６，５８９ ２６．４
７～９月 ３４，９５６ △１６．０ １３，４７２ △１．９ １０，５６２ △２１．６ １０，９２２ △２４．２ ８３０，０２８ △１６．４
１０～１２月 ３０，０４５ △１８．１ １１，３３９ △１５．１ ８，８３４ △１８．８ ９，８７２ △２０．８ ８０２，３０５ △１９．１

２０２０年 １２月 １０，４９２ ７．３ ４，１１０ ５．９ ３，０４７ △２．７ ３，３３５ ２０．７ ３１５，２００ １０．９
２０２１年 １月 １０，４８７ １．８ ３，９６４ １４．６ ２，８０８ △１５．４ ３，７１５ ５．６ ３２４，５４６ ７．８

２月 １１，８８５ △５．７ ４，２３８ ０．８ ３，２３８ △２３．６ ４，４０９ ５．８ ３６１，８９１ △０．０
３月 ２１，６２２ １．２ ７，７１６ ２．０ ６，６２０ △７．６ ７，２８６ ９．８ ５１０，３８６ ５．２
４月 １２，７２２ １４．４ ４，３２３ ４７．２ ４，１５４ △１７．０ ４，２４５ ３３．５ ２８８，３９７ ３１．５
５月 １１，４０７ ４０．１ ３，９７２ ４７．３ ３，２０２ △３．３ ４，２３３ ９８．５ ２７１，５６９ ５５．７
６月 １２，８７９ ０．４ ５，０８２ １７．３ ３，６９２ △１４．９ ４，１０５ △１．２ ２９６，６２３ ４．５
７月 １３，７９２ △５．４ ５，２１１ ６．３ ４，５７４ △４．４ ４，００７ △１８．０ ３０９，４６３ △６．４
８月 １０，９５９ △５．６ ４，０７３ １５．３ ３，３５７ △１８．６ ３，５２９ △１０．５ ２６３，６０２ △２．８
９月 １０，２０５ △３３．９ ４，１８８ △２０．９ ２，６３１ △４２．４ ３，３８６ △３９．３ ２５６，９６３ △３４．３
１０月 ９，２９４ △３０．２ ３，５６６ △２０．９ ２，７０２ △３４．３ ３，０２６ △３５．７ ２３０，４９９ △３２．２
１１月 １１，０４６ △１４．２ ３，８７６ △１８．１ ３，３６５ △９．６ ３，８０５ △１４．０ ２９１，６６５ △１３．４
１２月 ９，７０５ △７．５ ３，８９７ △５．２ ２，７６７ △９．２ ３，０４１ △８．８ ２８０，１４１ △１１．１

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０２２年３月号

ｏ．３０７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２６～０２９　主要経済指標  2022.02.17 14.06.20  Page 28 



年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．７
２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４
２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４
２０２０年度 ９８１，９５１ ２．７ １５３，６５８ ２．３ ０．９６ １．０１ ２７，７７５ △１３．４ ６５８，８３８ △２０．４ ３．１ ２．９

２０２０年１０～１２月 ８６，６５２ △１１．６ ２９，５８５ △３．４ ０．９８ １．００ ２７，５８９ △１０．８ ６５８，１０５ △２１．１ ３．３ ２．９
２０２１年１～３月 １３４，６１７ ４．２ ２７，９６９ △１．１ ０．９５ １．０４ ２９，６８２ △１．９ ７０７，９７５ △９．５ ３．０ ２．８

４～６月 ５２４，４６８ １．０ ５１，５８２ △２．２ ０．９３ ０．９５ ２８，８３９ ７．７ ６７７，２３３ ８．５ ２．９ ３．０
７～９月 ２１８，５８９ △９．４ ３８，１５６ △１２．０ ０．９８ １．０３ ２８，９８０ ７．１ ６９４，８５３ ７．７ ３．３ ２．８
１０～１２月 ７０，６７０ △１８．４ ２５，１６０ △１５．０ １．０１ １．０５ ２９，２６５ ６．１ ７２８，０１８ １０．６ － ２．６

２０２０年 １２月 １８，９９５ ３７．５ ７，３４５ △８．６ ０．９９ １．０３ ２５，４３９ △５．７ ６２９，９３６ △１９．１ ↓ ２．８
２０２１年 １月 ９，１４５ △１３．４ ６，３２８ △１．４ ０．９５ １．０４ ２８，１５８ △７．２ ６９２，８７５ △１２．６ ↑ ２．９

２月 １４，０２７ △２７．２ ６，４８５ △７．３ ０．９４ １．０４ ２７，７６６ △８．５ ６８６，８３２ △１４．３ ３．０ ２．８
３月 １１１，４４４ １２．２ １５，１５６ １．９ ０．９６ １．０２ ３３，１２１ １０．１ ７４４，２１８ △１．２ ↓ ２．７
４月 ２０４，７８３ △２．７ ２０，９４０ △９．２ ０．９１ ０．９５ ３０，６７７ ９．８ ６９０，６２９ １４．３ ↑ ３．０
５月 １５３，８５０ ６．２ １４，１３３ ６．３ ０．９３ ０．９４ ２６，１０７ ４．２ ６２３，５４３ ７．０ ２．９ ３．１
６月 １６５，８３４ １．０ １６，５０８ ０．７ ０．９６ ０．９７ ２９，７３３ ８．８ ７１７，５２８ ４．７ ↓ ３．０
７月 １０２，３０６ △８．１ １３，８９８ △９．９ ０．９９ １．０２ ２９，９３０ ８．６ ６９０，２４４ ７．７ ↑ ２．８
８月 ６５，５００ △１０．３ １１，５７５ △１１．０ ０．９７ １．０３ ２６，６３５ ５．１ ６６３，３３８ ９．２ ３．３ ２．８
９月 ５０，７８２ △１０．７ １２，６８２ △１５．１ ０．９８ １．０５ ３０，３７４ ７．４ ７３０，９７７ ６．４ ↓ ２．８
１０月 ３６，９３３ △１４．８ １０，７６７ △１９．８ １．００ １．０６ ３１，９６３ ３．５ ７７３，０２２ ８．３ － ２．７
１１月 ２１，５５０ △１１．３ ７，５３４ △１４．５ １．０２ １．１０ ２８，７１７ ８．６ ７１０，７４６ １２．７ － ２．７
１２月 １２，１８５ △３５．８ ６，８５９ △６．６ １．０２ １．１４ ２７，１１４ ６．６ ７００，２８７ １１．２ － ２．５

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０２０年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０２０年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１７年度 ９８．３ １．３ ９８．９ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４
２０１８年度 ９９．８ １．４ ９９．７ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１０ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６
２０１９年度 １００．５ ０．８ １００．３ ０．６ ２０７ △７．６ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７
２０２０年度 ９９．８ △０．７ ９９．９ △０．４ １６６ △１９．８ ７，１６３ △１７．０ １０６．０４ ２９，１７９

２０２０年１０～１２月 ９９．６ △１．４ ９９．６ △０．９ ３２ △２５．６ １，７５１ △２０．８ １０４．４９ ２７，４４４
２０２１年１～３月 １００．０ △０．９ ９９．９ △０．５ ４４ △１７．０ １，５５４ △２８．２ １０５．９０ ２９，１７９

４～６月 ９９．４ △０．５ ９９．４ △０．６ ３３ △４１．１ １，４９０ △１８．９ １０９．４８ ２８，７９２
７～９月 １００．１ ０．５ ９９．８ △０．０ ２８ △１７．６ １，４４７ △２８．４ １１０．１０ ２９，４５３
１０～１２月 １００．５ ０．９ １００．０ ０．４ ３４ ６．３ １，５３９ △１２．１ １１３．７０ ２８，７９２

２０２０年 １２月 ９９．８ △１．２ ９９．６ △１．０ ７ △５８．８ ５５８ △２０．７ １０３．８２ ２７，４４４
２０２１年 １月 ９９．８ △１．１ ９９．８ △０．７ ７ △６６．７ ４７４ △３８．７ １０３．７０ ２７，６６３

２月 ９９．８ △０．９ ９９．９ △０．５ １５ △６．３ ４４６ △３１．５ １０５．３６ ２８，９６６
３月 １００．３ △０．７ １００．１ △０．３ ２２ ３７．５ ６３４ △１４．３ １０８．６５ ２９，１７９
４月 ９９．３ △０．８ ９９．３ △０．９ １２ △５２．０ ４７７ △３５．８ １０９．１３ ２８，８１３
５月 ９９．５ △０．３ ９９．５ △０．６ ９ △１０．０ ４７２ ５０．３ １０９．１９ ２８，８６０
６月 ９９．５ △０．３ ９９．５ △０．５ １２ △４２．９ ５４１ △３０．６ １１０．１１ ２８，７９２
７月 １００．１ ０．５ ９９．８ △０．２ ９ △２５．０ ４７６ △３９．７ １１０．２９ ２７，２８４
８月 １００．０ ０．４ ９９．８ ０．０ ６ △４５．５ ４６６ △３０．１ １０９．８４ ２８，０９０
９月 １００．２ ０．７ ９９．８ ０．１ １３ １８．２ ５０５ △１０．６ １１０．１７ ２９，４５３
１０月 １００．３ ０．８ ９９．９ ０．１ １２ △７．７ ５２５ △１５．９ １１３．１０ ２８，８９３
１１月 １００．６ １．１ １００．１ ０．５ １５ ２５．０ ５１０ △１０．４ １１４．１３ ２７，８２２
１２月 １００．６ ０．８ １００．０ ０．５ ７ ０．０ ５０４ △９．７ １１３．８７ ２８，７９２

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。
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●道内経済の動き

●２０２２年 道内企業の年間業況見通し

●経営のアドバイス
健康経営における労務管理
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